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体など）のソフトウェア部門，ユーザーのソフト部門が独立企業化したもの
（住商コンピュータサービス，長銀システム開発，安田コンピュータサービ
ス，丸紅ソフトウェアなど多数），メーカーと資本関係を持たない中小規模
のソフトウェア企業，極零細なソフトウェア・ハウスなどが存在しており，
これらは重層的構造を編成している。
まず，コンピュータのソフトウェア開発部門の基軸に位霊しているのはハ
ード・メーカーのソフトウェア開発部門である。ここでは前述のように，マ
シーン（ハードウェア）に対応したソフトウェアの開発を担当している。こう
したソフトウェア開発の基幹部門には，多数の中小ソフトウェア企業から労働
者が派遣され，メーカーの正規労働者の指揮のもとにチームを編成してプログ
ラム開発作業に従事している。これらの派遣元企業は１次，２次,３次…･と数
次にわたって重層的に編成され，下位になるにつれて零細規模になっている。
ハード．メーカーのソフトウェア開発部門で行うソフトウェア開発の一部
を，メーカー系列の大手ソフトウェア企業に委託することがある。メーカー
系列のソフトウェア企業にはメーカーから社員が出向していることが多い。
さらに，コンピュータ・メーカーは系列内・外の小規模ソフトウェア・ハウ
スに下請け（委託）することもある。
ハードウェア（マシン）を購入したユーザーにたし､する保守などのサポー
トやユーザー先でのコンピュータを用いた業務処理や運営(facilitiesmanage
-ment）は，メーカーのソフトウェア労働者が行うよりも，メーカー系列の
ソフトウェア企業が担当する場合が多くなっている。たとえば，日本電気の
マシンのユーザーに対しては，日本電気ソフトウェアＫＫが担当する。最近，
このようなメーカー直系のソフトウェア企業が全国各地に進出しているが(1)，
この理由は，ソフトウェア技術者の確保とともに，ユーザーサポートが重要
な目的になっている。場合によっては，地方のソフトウェア企業をメーカー
系列に包摂して，その地域のユーザーにたいするサポート業務を行わせるこ
ともある(2)。
メーカーのソフトウェア開発部門やメーカー系列の大手ソフトウェア企業
には，中小のソフトウェア企業から労働者が派遣されている。これらの中小
のソフトウェア企業にたいしてメーカーはグループを形成して技術力の囲い
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こみを計っている。技術力の漏洩を防ぐため，極めて重要なソフトウェア開
発には派遣労働者は使わないという。これらの派遣労働者を各チームに編成
し（同一チームのなかに複数のソフトウェア企業の派遣労働者が含まれるこ
とも珍しくない），そのリーダーは正規労働者が担当する。派遣労働者と正
規の労働者とが混在したチームを作っていることが，相互の能力主義的競争
を煽ることになっている(3)
さらに，ソフトウェア企業のなかには，結婚や出産などで退職した元女子
プログラマーの自宅にパソコンの端末を設置してプログラムを作らせ，電話
回線を使って吸上げるという企業も生まれている。いわゆる「コンピュータ
家内労働」の登場である。
これらの外に，メーカー，ユーザーとは独立した，パソコン向けの汎用の
ソフトウェア．パッケージを製造，市販するソフトウェア・ハウスがある。
（３）ソフトウェア部門におけるｒ合理化」問題の基軸
ソフトウェア労働者の賃金・労働時間などの労働条件の切り下げを迫り，
就労形態の不安定化を促進する「合理化」の基礎には，何よりも独占的巨大
企業であるハード・メーカー相互間の競争がある。すでに述べたように，ハ
ード・メーカー間の競争は，ハードウェア面でのみならず，ソフトウェア開
発の面でもしのぎを削っており，ソフトウェアとセットになったハードウェ
ア（マシン）の納期と価格をめぐる競争は激烈になっている。独占的巨大企
業のソフトウェア開発部門の労働者はもとより，そこに派遣された中小のソ
フトウェア企業労働者（派遣労働者）はこの競争に巻き込まれることによっ
て，長時間残業や深夜労働，ＶＤＴ連続作業４～５時間という状態が日常化
し，健康を破壊し，肉体を消耗し尽くす結果を引き起こしているのである。
また，コンピュータの市場をめぐる競争においては，販売後のユーザー．
サポートが極めて重要である。つまり，マシン販売後に，どれだけユーザー
・サポートをしているかが，更新時に，ユーザーが機種を選定する際の重要
な要素になっている。このため，少々の無理をしてでもユーザーの苦情や注
文に応えなければならず，それがユーザーに派遣された労働者に対して厳し
い労働を強いることになる。
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〔２〕ソフトウェア労働者「不足」のなかで増大する派遣労働形態
（１）ソフトウェア労働者の「不足」の現状
①ソフトウェア労働過程における協業と分業
近年，ソフトウェア労働者の不足が盛んに指摘されている。通産省の予測
によれば，ソフトウェア技術者の需要は年率約26％で伸びて，1990年には約
162万人が必要となるが,他方，ソフトウェア技術者の供給は104万人にとど
まるため，約60万人の不足が生ずるとされている(4)。こうしたソフトウェア
労働者不足の要因として，「現在，ソフトウェア開発は，ほぼ手作業の域に
あり，その生産性・信頼性は極めて不十分な状態にある」という点が指摘さ
れている。そこで，「ソフトウェアの生産性・信頼`住を大幅に向上させるた
めには，ソフトウェア開発の諸工程にコンピュータを導入し，自動化・機械
化を進めることが必要である」として，業界と通産省が一体となって「ソフ
トウェア生産工業化システム（シグマ・システム）」の構築を進めている(5)。
今日のソフトウェア開発は，ハード・メーカーのソフトウェア開発部門，
コンピュータ・ユーザー，それらから委託を受けた大手ソフトウェア企業，
さらにハードを販売するディーラーがユーザーの注文を受けて小規模のソフ
トウェア開発を行う場合など，各段階で行われているが，こうしたソフトウ
ェア開発は通常，図１の工程からなりたっている(6)。このようなソフトウェ
ア開発は，システム・エンジニアー（ＳＥ）をリーダーとし，プログラマー
数人からなるプロジェクト・チームを編成して行われている。大規模のソフ
トウェアの場合にはＳＥが複数，プログラマーも大勢になる。図１の作業工
程のうちＳＥは調査・分析，基本設計，詳細設計までを担当，開発工程を単
体に分割し（モジュール化），詳細設計書（仕様書）にもとづいてそれぞれ
の単体をプログラマーに割り当てる。各プログラマーは個別に単体のプログ
ラムの作成を行い，単体テストを実施したうえでＳＥに渡す。ＳＥは各単体
を結合して総合テストを実施し，エラーの有無，ソフトが当初の注文通りに
出来たかをチェックする。最後にマニュアルを作成して，プロジェクト・チ
ームの作業は完了する。
こうした作業の遂行は現状では基本的に手作業に依存しており，ソフトウ
－１４２－
ＭＥ化と不安定雇用問題（伍賀）
図１ソフトウエア開発の標準工程
(出所）電算労および慨報サービス産業協会資料より作成。
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工程 作業範囲 成果
調査分析
基本設計
詳細設計
プログラム設計
プログラム作成
総合テスト
マニュアルの作成
･現状分析
･実行可能性の分析
･予備設計
･開発計画
･システム構成とサブ
システム分析
･ファイル設計
･システム評価方法の
設定（テスト仕様の
計画・内容）
･プログラム構成の
設定
･プログラム基本設計
･プログラム仕様の作成
･単体テスト仕様の作成
･プログラムｑブローチ
ヤートの作成
・コーディング
･単体テストデータの
作成
･単体テスト
･サブシステム結合テスト
･システム総合テスト
･テストラン
･総合テストデータ作成
･操作説明書、利用者
マニュアルの作成
調査報告書
システム基本設計書
詳細設計書
プログラム設計書
プログラムテスト仕様書
プログラム・ブローチ
ヤート
プログラムリスト
単体テスト結果
総合テスト結果報告書
操作説明書
利用者マニュアル
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エア製造工程は機械化が実現しておらず，未だ「道具」（紙とエンピツ）に
依存している面を多く残している。そこで，業界ではこうした現状を打開す
るために，工程の標準化、コンピュータの利用によるソフトウェア開発の自
動化の促進を図っている。
②ソフトウェア労働者の「不足」
ソフトウェア労働者の不足が叫ばれ，ソフトウェア労働市場では売手市場
の様相を示してはいるが，ソフトウェア労働者は有利な労働条件に置かれて
いるとは決して言えない。すなわち，ソフトウェア労働者の不足が「ソフト
ウェア危機」を引き起こすとまで言われる一方で，ソフトウェア労働者の急
速な使い捨て（いわゆる「35歳定年」）が現実に進行している。そして彼ら
の早期消耗，使い捨てが，ソフトウェア労働者の不足をより一層促進してい
るのである。
このソフトウェア労働者の早期消耗，労働力の破壊の要因を考えるうえで，
派遣労働という問題を避けて通れない。わが国のソフトウェア労働者の派遣は，
「ソフトウェア労働者の不足」のなかで生じており，これは後に触れるよう
に，わが国の独占資本の雇用管理の性格を考える場合，重要な手掛かりとなる。
（２）派遣労働者としてのソフトウェア労働者
ソフトウェア労働者のうち派遣労働に従事している者の比率について，全
国的に明らかにした統計資料はない。東京都品川労政事務所が1983年９月に
行った調査によれば(7)，集計事業所319件の正規労働者35996人のうち,要員
派遣されている者は合計7940人（22.1％）である。職種別内訳は，プログラ
マー（3092人，正規労働者にたいする比率＝26.3％）が最も多く，これにオ
ペレーター（2144人，同比率＝59.4人），システム・エンジニアー（1461人，
同比率＝18.8％），キーパンチャー（1235人，同比率＝32.7％），カスタム・
エンジニアー（８人,同比率＝2.4％）などとなっている。また，ソフトウェア
労働者の労働組合の協議体である電算機関連労働組合協議会（電算労）が19
84年春闘に際して実施した労働実態アンケートによれば（アンケート配布
5000枚,回収2331件,平均年齢27.8歳),派遣労働に従事している労働者の比
率は40％であった｡(8)特に，中小規模のソフトウェア企業の場合は，自社で
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ハードを保有しないで，もっぱら他企業に労働者派遣を行っている派遣専業
化した企業もかなりある。しかも，派遣が１次，２次，３次と幾重にも重層
化しているケースが決して珍しくない。図２はその一例であるが，このよう
な多重派遣のなかに置かれた労働者は次のように述べている。
「Ａ社の名刺はもっていま
すが，仕事で使うことはあり 図２多重派遣の実例
ません。いつもＤ社の名刺だ
けで足が地についていない気
がします。一日も早く自分が
入社したＡ社に戻りたいとい
うのが私の正直な気持ちです。
そのとき，できればＤ社から
仕事を持ち帰り，再び多重派
遣にならないようにしたいと
思いますＵ(9)
①なぜ「派遣」が多いの
か
このような派遣労働がソフ
トウェア業界で特に日常化し
ている要因はどこにあるのだ
ろうか。先ず，第１に，独占
早 ↓派遣の動き。↑金の動き。
＋335万／年
入社した会社｡給料をもらう会社。ソフト部門が弱い。月に１回報告に行く。
派遣専門会社。３０名規模◎社長や先輩がよく様子をきいた
り不満をきいてくれる。
Ｂ社はＤ社に直接はいれない。轡類上のみの会社。
ｃ社の人には会ったことがない。
働いている会社。
国滕蝿蝋
－－。～’，…ﾑｧｰ，甥ロ（出所）賦算労ニュース「こんぴゆうた」1985年
的巨大企業であるハード．〆６月25日号より引用。
－カーをはじめ，コンピュー
タ・ユーザーなどが「減量経営」戦略のなかで，労務費の節減，固定賀の変
動費化を目指して業務の外注化を績極的に促進していることを指摘しなけれ
ばならない。1985年９月～10月にかけて私が行ったヒアリングの際でも，派
遣元企業，派遣先企業いずれもこの点を認めている。
〈補注＞派遣先（メーカー系の大手ソフトウェア企業）と派遣元（中
小ソフトウェア企業）からの聞き取り調査メモより。1985年９～10月，
－１４５－
へ
Ａ社
Ｂ社
Ｃ社
Ｄ社
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石川県内で調査実施。
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曾ﾖ羽虫ｈｈｆ可扮｡額
業側【派遣先）の問顯
今〃､才斤、控
ワ
函
Ｔ
派遣労働が日常化している第２の要因として，ハード販売後のユーザーに
たし､するサポートの場合，ユーザー（銀行や商社の電算事務センター，自治
体など）のもとへ出かけて行うほかないという問題がある。しかし，ユーザ
ーにおいてはハードの導入時を越えて，通常の稼働体制に移ってからも，派
遣労働者を利用しつづけている例がしばしば見られる。名目上はfacilities
managementという形にしているが，実態は自社で正規に雇用するよりも安
くつくという減量経営戦略にもとづくものである。この場合，ユーザーとし
ても最少限の電算化要員（正規労働者）を配置しており，彼らと共同で，あ
るいは彼らの指揮のもとに派遣労働者は仕事に当たっている。なお，こうし
た派遣に際しては，メーカーから正規の労働者を直接派遣するというよりも，
系列ソフトウェア企業ないし，その下請けソフトウェア企業からの派遣労働
者を使うことが多い。
②Ｍｉ(遣と受託（請負）
では，ソフトウェア開発に際して，下請け企業への「委託（請負）」とい
う形態を取らずに，「派遣」という形態をとるのはなぜだろうか。
この点に入る前に「派遣」と「受託（請負し､）」との違いについてふれて
おきたい。「受託」または「請負」とは，全工程（－括請負いの場合），ま
たは各工程（部分請負いの場合）の作業の完成にたいして，請負ったソフト
ウェア企業が全責任を持つと言うことである。当然，作業の際の指揮命令権
は受注側がもつことになる。この場合，就労（作業）場所は必ずしも受注ソ
フトウェア企業内とは限らず，発注元で行９１われることもありうる。「派遣」
の場合は，こうした作業にたいする完成責任は初めからない。通常，派遣労
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働者にたし､する指揮・命令権も派遣先にあって，数社から派遮された労働者
の混成集団によって作業が遂行されることもしばしばある。「請負」でなく
「派遣」という形態が選択される理由として，第１に，「技術的要因」とし
て，ソフトウェア開発工程における仕様書の不備ということが指摘されてい
る。ソフトウェア開発の各工程についてはすでに図１に示した通りであるが，
これらの各工程ごとに仕様書が作成されて，それにもとづいて作業が行われ
ている。しかし，しばしば仕様書には不備がつきまとうばかりか，書面によ
る仕様書が作成されないで，口頭指示ということも珍しくない。このためあ
いまいな形で指示・注文が出されたり，途中で仕様書の変更ということが生
ずる。こうしたことから，電算労書記長の林氏が述べているように,受注(請
負）形式には危険がつきまとうので，労働者派遣という「安易」な方式が一
般化することになる。
「したがって，受注側は，危険負担をさけるために完成に責任を.持たない，
人の派遣にのめりこみ，発注側は，仕様変更や，そこから生じる各種の問題
に即応し，また，みずからの管理下で，変更に従順に従うプログラマーを必
要としてきたのである｡｣('0）
第２に，「請負形式の危険性」としてソフトウェア企業から指摘されるも
のに,ソフトウエア開表３ソフトウェア開発の標準価格表（1984年度分）発の納期が守れない場
合に起こる請負った側
の危険がある。すなわ
ち，納期を越えた場合，
自社の労働者には賃金
を支払わなければなら
ないが，発注側からは
納期を越えた分の請負
代金の補填が行われな
いことは言うまでもな
い。請負形式にしたた
めに，倒産するという
(出所）傭報サービス産業協会『ソフトウェア価格
問題に関する調査研究報告」〔Ⅵ〕より作成。
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作業工程 受注単価／月
調査分析
基本設計
詳細設計
プログラム作成
プログラム作業
総合テスト
,マニュアル作成
検査立合
180万円以上
150万円以上
120円万以上
100万円以上
70万円以上
120万円以上
100万円以上
120万円以上
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こともある。
ここで，ソフトウェア開発を請負った場合の代金について言及しておきた
い。表３は，ソフトウェア部門の業界団体である情報サービス産業協会が加
盟企業および発注企業にたいして明らかにしている標準価格表（工程別単価
表）である。いずれも１人１カ月当たりの作業料金とし，１カ月20日稼働す
るものと前提している。作業料金の半分は賃金経費に相当するという見解で
ある。これに見るように，請負単価の算出にあたっては労働者１人当たりの
人件費がまず先にあってその２倍を請負単価としているとも考えられる｡')○
同協会の説明では，「基準となる工程をｒプログラム設計』とし，ここを基
準料金としたが，これは情報処理技術者試験第１種合格相当の技術者１人１
カ月当たりの標準的な作業量および内容を想定したものである｣('2)。受注ソ
フトウェアの開発費算定に際しては，このエ程別単価表にもとづいて,各工
程別に〔見積り工数×工程別単価十諸掛実費〕を算定して，総開発費を求め
ている。先に触れた納期に間に合わないということは，ここでの「見祇り工
数」が狂うということ意味している。
第３に，「請負形式の危険性」としてソフトウェア企業は，請負いの場合
には繁閑の差があることを指摘している。
以上のような危険性を回避するためにも，ソフトウェア企業は受託(請負）
よりも派遣という道を選ぶのである。
③ソフトウェア労働者の「不足」の中の派遣をどのように考えるか
派遣労働の実態は，ＥＣ諸国とわが国では相当の相違がある。この国際比
較についてはすでに詳細な研究がおこなわれている('3)･ＥＣ諸国の場合では，
大量の失業の発生が，若年労働者を中心にこうした派遣労働に向かわせるこ
とになっているが，わが国の派遣労働問題とくにここで扱っているソフトウ
ェア労働者の場合は様相を異にしている.つまり，日本のソフトウェア労働
者の派遣は，「ソフトウェア労働者の不足」の中で生じており，きわめて特
異であると言わざるをえない。ヒアリングに際して，派遣先企業,派遣元企
業，さらに業界団体も共通して「ソフトウェア労働者が不足しているから派
遮労働という形態を取らざるをえない」と回答しているが，これは大いに疑
問である。こうした議論は，派遣先企業の「減量経営戦略」をおおい隠し，
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派遣元企業に労働力供給機能を求めることを正当化するものである。
ソフトウェア労働者の派遣先としては，基軸的位冠にあるハード・メーカ
ーが最も多いとされている。わが国のメーカーのなかでソフトウェア労働者
の派遣を利用していない企業はない。「現在のソフト産業の総売上げの10％が
ソフトウェア・プロダクト，つまり商品としてのソフトウェアをつくって売
ることで，あとの90％が請負と派遣という形になっている。その請負形態の
約半分がハードメーカーに対する売り上げ」という状況である('4)。ただし，こ
れまで職業安定法で労働者供給事業が禁止されてきたため，ソフトウェア企
業では「派遣」も形式上は「請負」として扱っているので，ここでいう「請
負」の大半は「派遣」と見てよい。ハード・メーカーのソフトウェア開発部
門では慢性的要員不足状態にあって，一時的な受注があった時に，派遣労働
を利用するというのではなく，正規労働者の採用を極力抑制しながら，文字
どおり常時，派遣労働を充用しているのである。先に紹介した東京都品川労
政事務所の調査によれば，派遣労働者の派遮先としてはユーザーが最も多く
（4271人，53.8％），これにメーカー（2288人，28.8％）が続いており，両
者で80％を越えている。このうち，ユーザーへの派遣の場合，メーカーない
しメーカー系列のソフトウェア企業を経由して派遣されることがある点を考
慮すればメーカーへの派遣はもっと増えると見てよい。こうしたユーザーで
は，自社で情報処理担当の労働者を採用することを控えて，長期間ないし常
時，派遣労働者を充用しているのである。
独占的巨大企業であるハード・メーカーやユーザーが派遣労働者を利用す
る第１の理由は，労務費コストの抑制である。なによりも賃金水準が，自社
労働者と比較して安い。さらに自社で採用した場合に生ずる教育訓練費も節
約になる。
第２の理由は，自社労働者の場合につきまとう使用者責任を果たす面倒が
省けるというものである。
さらに，第３の理由として，正規労働者と派遣労働者を同じチームに入れ
て作業に従事させることは正規労働者にたいして能力主義競争をより一層あ
おることになる。派遣労働者の中には，派遣先の正規労働者よりも技術の面
で優れた者も含まれており，これは正規労働者にたいし，より一層の奮闘を
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迫ることになる。また，独占的巨大企業はまれに派遣労働者の中から能力の
優れた者を正規労働者に登用することもあって，これは派遣労働者にたいし
ても能力主義競争をあおることになる。
こうした理由によって，今後も労働者派遣は増加すると見なければならな
い。それゆえ，われわれは「労働力不足」のなかで，ソフトウェア労働者の
派遣が増大している基礎には，必要な仕事を自社の正規労働者で遂行すると
いう正常な雇用管理を回避しようとする独占的巨大企業を基軸とする雇用管
理における寄生性があることを指摘しなければならない。また，こうした寄
生的な雇用管理にたし､する規制を抜きにして，派遣労働者にたいする実効性
のともなう保護はありえない。
このような巨大企業を基軸とする雇用管理戦略はわが国独特のものである。
また，企業論的視角からみれば，独占的巨大企業であるハード・メーカーに
たし､するわが国ソフトウェア企業の隷属性を示すものでもある('6〕。
〔３〕不安定就業労働者としてのソフトウェア派遣労働者
今日のソフトウェア労働者は「不足」と言われながらも派遣労働のもとに
おかれ，「35歳定年説」に代表される労働力の早期消耗という現象すら示し
ている。その原因として，まず第１に納期に追われることから生ずる長時間
残業，深夜業の頻繁化，労働荷重の極大化という問題を指摘しなければなら
ない。労働時間の長さの点でも派遣労働形態にあるソフトウェア労働者の方
が，そうでない者よりも長くなっている。電算労が実施した85年春闘にむけ
ての労働実態アンケートによれば，月間の平均残業時間が50時間を越える労
働者が，派遣労働の場合であれば回答者の20％を越えている。過去１年間の
月間愚：高残業時間では，派遣労働者の12.7％が120時間以上と答えている。
徹夜作業回数については，派遣労働者の21.3％が月間１回から３回という。
派遣労働者の労働時間は派遣元企業の就業規則によって定められているが，
実際には有名無実化している。なぜならば，派遣先企業における作業の指揮
・命令権限はあくまでも派遣先にあるため，作業時間は派遣先の都合によっ
て決まっている('6〕・
第２に，急速に進歩するコンピュータ関連技術にたいして，ソフトウエア
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労働者の多くが系統的な教育・訓練を受ける機会を保障されていないことで
ある。これは特に派遣労働者に集中して現れる。派遣元企業は，自社の労働
者である派遣労働者にたいする教育・研修などの機会やそのための休暇など
を与えないことが多い。新しい技術に対する教育はもっぱら派遣先企業にお
ける労働者の自発性にまかされているが，派遣先ではこうした機会を保障し
てはいない。
第３に，派遣労働の場合，派遣先企業が派遣元にたいして20代の若い労働
者を求めているため，３０代半ばになると派遣先がなくなり，事実上退職に追
込まれることになる('7)。それゆえ派遣労働者の平均年齢は若い。また派遣労
働者の場合，雇用形態が不安定なため，よりましな労働条件を求めて頻繁な
移動を繰り返すことが多い。したがって，派遣労働者の勤続年数は短く，５
年位といわれている。ソフトウェア企業ではこのような労働移動，退職をあ
らかじめ見越して大量の労働者を採用している。
派遣労働形態におかれたソフトウェア労働者を今日の不安定就業労働者の
代表的事例とした根拠は，こうした労働時間をはじめとする労働条件の苛酷
さや雇用形態の不安定さの側面に限られはしない。このほかに，労働基本権
の行使が著しく困難にされているという問題が加わる。まず第１に，派遣労
働者は少人数ごとにバラバラになってあちこちの企業に派遣されているため，
労働者が自社（派遣元）で一度に顔を会わすチャンスはきわめてまれでしか
なく，団結することが困難をきわめるということ（極端な事例になると４～
５年間にわたって派遣されたままで自社に出社しないということすらある），
第２に，労働時間や勤務時間帯など日常の労働条件を実際に規定している派
遣先企業にたいして，派遣労働者は団体交渉を行う権限を認められていない
こと，などによる。多重派遣の場合，雇用契約を結んでいる形式上の雇用者
（派遣元企業）と実際に就労している使用者（派遣先企業）との間に複数の
企業が介在しているため，労使関係は錯綜し，労働基本権の行使は事実上不
可能になっている。
注(1)例えば，日本電気は北陸地域をカバーするため石川県に北陸日本遜気ソフトウェア
を進出させている。また，日立製作所は，日立ソフトウェアエンジニアリング(横浜）
の外に日立西部ソフトウェア（大阪），日立中部ソフトウェア（名古屋），日立東北
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ソフトウェア（仙台），日立中国ソフトウェア（広島）をそれぞれ配詮している。
(2)例えば，北陸銀行（本店富山市）では富士通のコンピュータを使用しているが，そ
のユーザー・サポートは富士通の系列に置かれたＨコンピュータ・サービス(金沢市）
が行っている。同社は，富士通のマシンを販売するとともに，受託計算，ソフト開発，
データ入力，寓士通ユーザー・サポートなどを行っている。
(3)電機労連が同中小対策局所管の情報処理産業の組合であるコンピュータサービス労
組と平和梢報センター労組の組合員にたいして1982年に実施した調査によれば（アン
ケート回収枚数2429件，有効回収率82.1％），彼らのうち86％が派避先勤務者である
が，派遮先での作業綱成は，自社の「同僚とのグループ作業」（39％)，「駐在先企業
とのグループ作業」（29％),｢駐在先企業の人,同業他社の人とのグループ作業｣(22％）
などとなっている.オペレーター，キーパンチャーの場合は，「同僚とのグループ作
業」が主流であるが，システム・エンジニアーやプログラマーの場合には「駐在先企
業とのグループ作業」や「駐在先企業の人，同業他社の人とのグループ作業」がそれ
ぞれ30％～40％近くになっている（遜機労連「情報処理サーピユ業における労使関係
と組合活動に関する綱交」ｒ鯛杢時報」175号,1982年７月，６３～64ページ)。
(4)日本電子計算機株式会社編ｒＪＥＣＣコンピュータ・ノート」1985年版，５２ページ。
(5)前掲番，８５ページ。
(6)ソフトウェア開発の過程については，以下の文献を参照した。林丘「ソフトウェア
派避の実態」（｢労働の科学」1984年４月)，梅沢隆「ソフトウエア産業｣(隅谷三喜男編
「技術革新と労使関係』日本労働協会，1985年)，長井偉訓「ソフト開発の現状｣(『賃
金と社会保障」1983年11月下旬号）など。
(7)東京都品川労政事務所「憎報処理産業における労働条件の実態調査」1984年３月。
(8)電算労ニュース「こんぴゆうた」155号，1984年２月25日刊。
(9)皿算労ニュース「こんぴゆうた」171号，1985年６月25日刊。
(１０リ林丘「ソフトウェア派避の実態」「労働の科学」３９巻４号，1984年，１３ページ。
(Ⅱ）祗算労ニュース「こんぴゆうた」158号，1984年５月25日刊。
(１，１W報サービス産業協会「ソフトウェア価格問題に関する調査研究報告」〔Ⅳ〕，１９８４
年。
(1Ｊ三富紀敬氏の以下の論稿を参照されたい。
「フランスにおける派遮労働と使用者概念」静岡大学人文学部「法経研究」第３１
巻３．４号，1983年３月。
「ＥＥＣ加盟国における派遣労働制度の基本的性格」同上誌，第32巻３号，1983年
１２月。
(Ⅱ）「<座談会＞サービス化・悩報化の進展と労働問題」「日本労働協会雑誌」1985年
１１月号，６１ページ，１W報サービス産業協会理事石原寿夫氏の発曾。
(]，前掲座談会の中で石原氏は続けて次のように述べている。「(こうした事実から）い
かに隷属性の強い下爾け櫛造の中で日本のソフトウェア産業が動いているかがおわか
りいただけるでしょう。派適事業がどれくらい伸びるかはわかりませんが，あまり伸
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ぴたのでは，国際的な意味においても，ソフトウェア産業の主体性がいえなくなりま
す。アメリカではソフトウェア・プロダクトの占めるシェアが50％です。あとの50％
がプロフェッショナル・サービスといいまして，オーダー・メードとかいろいろです
が，そのオーダー．メードのほとんどは政府の仕事です。ハードメーカーの仕事はし
ていないわけです。それだけ産業の主体性が強いのです」（前掲誌，６１ページ)。
００長時間興業の実態について，派週労働者の生の声を掲げておこう。
「金融関係のオンラインシステムの改造作業を行いました。メンバーは他社の人も
含めて約10名。私はリーダーで対ユーザー，対メーカーの折衝も行う立場でした。マ
シンを使っての作業は，昼間業務で使用されるので，全て時間外となり，このような
残業時間となってしまいました。ユーザーでの環境がこのような状態でしたが，その
率には何ら手をうてる状況ではありませんでした｡結局,代休,公休のシフト勤務を取
る手段位しかありませんでした。」（企業名＝ＮＣＳ．Ｆ君，３４歳，1984年７月度140
時間残業），砥算労ニュース「こんぴゆうた」1984年９月25日刊，より引用。
(ｍ梢報サービス産業協会理事の石原寿夫氏は前掲座談会において次のように述べてい
る。
「ソフトウェアに関する派遮では新陳代謝をやらざるをえないのです。それに，派
過先が求めているのは20代です。行儀がよくてよく働いてくれるのが一番いい。３５歳
とか40歳とかになって，下手に知識が盟富で理屈ばかりいうのは使いにくいのでしょ
う」（前掲銭６０ページ)。
､1．相対的過剰人ロ輪から見たソフトウェア派遣労働者
一現代雇用管理の腐朽性批判一
次に，これまで考察してきたソフトウェア派遣労働者に代表されるＭＥ化
のもとでの不安定就業労働者の性格づけを行うことにしよう。ただし，以下
で述べる不安定就業労働者の性格づけは，ソフトウェア派遣労働者に限って
あてはまるものではない。多かれ少なかれ今日の派遣労働者やまたパートタ
イム労働者にも該当するものである。なぜならば，今日の派遮労働者やパー
トタイム労働者は共に，次のような独占資本の雇用管理のもとに位置づけら
れ増大しているからである。
今日の独占資本の雇用管理の意図は，まず第１に，操業度が50～60％にま
で低下しても，なお利益をあげることができるよう損益分岐点を低めるべく，
固定費である労務費をぎりぎりまで切り詰めるため正規労働者を削減ないし
抑制し，かわって操業度に応じて雇用を調節できる派遣労働者やパートタイ
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ム労働者の利用に切り替えることである。独占的巨大企業の研究開発部門や
ソフトウェア部門の労働者について言えば，製造業生産工程の労働者と比べ
て、重点的に新規採用を行っているとはいえ，業務量に比べると採用を抑制
しており，不足分は派遣労働者の`恒常的利用によって充填している。
今日の雇用管理の第２の意図は，正規労働者にとって替って派遣労働者や
パートタイム労働者を採用することにより，直接，指揮・命令しているにも
かかわらず団体交渉応諾義務などの使用者責任を回避しながら低賃金労働者
の利用を可能にすることである。
パートタイム労働者や派遣労働者などの現代の不安定就業労働者は相対的
過剰人口の隊列におかれながら，資本蓄穂の基幹的部署にまで引き入れられ，
剰余労働を行っている。私は，先に別稿において今日の不安定就業労働者を
『資本論」における相対的過剰人口の本質規定（後述）とは異なった性格を
もっているという意味で，「相対的過剰人口の現代的形態」と名づけておい
たが(1)，彼らが，このような形態で資本によって職極的に利用されることに
よって，逆に「本来的現役労働者軍｣(2)は一層少なくなるという関係ができ
あがっている。ソフトウェア派遣労働者に集中している「35歳定年」という
現実に代表的に現われているごとく，急速な技術革新に対応できなくなった
場合には，彼らはより不安定な，条件の悪い就労現場に追いやられることに
なる。彼らの中には，労働力を消耗しつくしてやがては，「本来の相対的過
剰人口」の隊列のなかに下降移動していく者もある。
このように，今日では「本来的現役労働者」としての地位を確保すること
が困難になる一方で，剰余労働を行なっていないか，きわめて不規則にしか
行えない「本来の相対的過剰人口」と「本来の現役労働者」との中間に位証
している不安定就業労働者が増大しているのである。彼らは，「本来的現役
労働者軍」から排除された相対的過剰人口でありながら剰余労働を強いられ，
支配的資本（＝独占資本）の資本蓄積にとって不可欠の役割を恒常的に果た
している労働者層である。ソフトウェア派遣労働者のごとく，先端産業の基
幹的部署にまで引き入れられている場合すらある。
独占的巨大企業の下請けに組入れられた中小零細企業の労働者も，その多
くは「本来的現役労働者軍」と「本来の相対的過剰人口」の中間的位冠にあ
－１５５－
金沢大学経済学部論難第６巻第２号１９８６．３
ると捉えられるが，独占資本の雇用管理の性格から言うと，今日の派遣労働
者やパートタイム労働者の利用の方が，中小零細企業労働者を下謂け労働者
として利用するよりもはるかに寄生的・腐朽的性格が強いと言えよう。なぜ
ならば，派遣労働の利用に端的に示されているごとく，独占資本は直接に，
彼らを指揮・命令し搾取を強めながら「使用者責任」を免れようとしている
からである。マルクスの時代には，近代的家内労働など格差構造をもった労
働市場は機械制大工業の外業部に成立していたが，労働者階級の内部の階層
構造が広く拡大するのは独占段階に入ってからのことである。しかも，派遣
労働者やパートタイム労働者などの利用の全面的展開は，1980年代に入って
ＭＥ化が「合理化」のテコとなった段階においてである。こうしたことの歴
史的意味を見なければならない。不安定就業労働者の大量の創出と利用は，
職業安定法の改定＝労働者派遣法の制定や労働基準法の見直しなど戦後の労
働法制の全面的な再編と深くかかわっている。これはまた，「行政改革」とい
う名目で推進されているナショナルな生活基準や労働基準の切下げとも関連
づけて捉えなければならない。
このような今日の不安定就業労働者や相対的過剰人口の理解にたいしては
おそらく異論が提出されることであろう(3)。すでに，加藤佑治教授は，拙稿
「現代資本主義と相対的過剰人口論一不安定就業労働者問題を中心に－」
（基礎経済科学研究所ｒ経済科学通信」３９号，1983年６月，所収）に対する
批判のなかで「資本が相対的過剰人口を生産過程における脇役として使おう
と，主役として使おうとそれはさしずめどうでもよいことであって，問題は
マルクスの時代から人口が『自由に処分しうる産業予備軍』でありながら資
本主義的生産＝剰余価値生産にとって必要不可欠だったのだということであ
る。この点では生産過程において全体としてもはや'恒常的労働者部分に組み
入れられているパートのような労働者の場合においても，個別的に見れば
ｒ自由に処分しうる産業予備軍』になっており，したがって全体として資本
制的蓄穣の積杼の役割すなわち－実存条件＝必要不可欠な役割をになわされ
ているということである｣(4)(傍点は原著者）と述べておられる。さらに，加
●●●
藤教授は「本来マルクスの述べるｒ相対的過剰人口」の相対的の意味は資本
●●●●
の「中位的増殖欲望にとって」つまり資本の中位的増殖欲望にくらべて過剰
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なという意味であるが，」・…「伍賀氏の所説は実際上不安定就業労働者は
●●現役労働者軍に対して「－段階劣悪な」つまり格差をつけられているだけの
労働者であってかれ等が相対的過剰人口であることを否定することにならな
いであろうか｣(5)(傍点は原著者）とされる。だが，剰余労働を強いられ，剰
余価値生産に恒常的に組み込まれている労働者人口であっても，相対的過剰
人口であるというためには，「相対的な，すなわち資本の平均的な増殖欲望
にとってよけいな，したがって過剰な，または追加的な労働者人口｣(6)という
「資本論』における相対的過剰人口の本質規定はストレートには適用できな
い。この場合，「本来的現役労働者軍」から排除され，彼らにたいして産業
予備軍の機能を果たしているという意味で，すなわち，「本来的現役労働者
軍」にとってかわる機会をうかがいながら，かつ彼らの賃金・労働条件を低
位に引き下げるおもしの機能を果たしているという意味で相対的過剰人口と
いうほかない。加藤教授の言われるように「相対的過剰人口を生産過程にお
ける脇役として使おうと,主役として使おうとそれはさしずめどうでもよい」
とされてしまうならば，「主役」として剰余価値生産に恒常的に組み込まれ
●●●◆●●●ている相対的過剰人口は，何にとって過剰，し､かなる意味で相対的過剰人口
と規定すればよいのであろうか。
ここで「本来的現役労働者軍」にたいして「本来の相対的過剰人口」とい
う用語を用いたが，これは「相対的な，すなわち資本の平均的な増殖欲望に
とってよけいな，したがって過剰な.…労働者人口」という相対的過剰人口
の本質規定が文字どおりストレートにあてはまる労働者層を指している。彼
らは剰余労働を行っていないか，または就労がしばしば中断されるために，
きわめて不規則にしか剰余労働を行うことができない。「本来的現役労働者
軍」から排除され，彼らにたいして産業予備軍の給源となりながら賃金・労
働条件を低位に押し下げる役割を果たしながらも，剰余労働に参加し，資本
蓄穣にとって「主役」の役割を果たしているソフトウェア派遣労働者などの
不安定就業労働者とは明らかに区別される。
では，「本来的現役労働者軍」から排除された労働者人ロで，しかも生産
過程に恒常的に引き入れられた労働者について，単なる「差別された現役労
働者軍」としないで，あえて相対的過剰人口＝産業予備軍と規定する積極的
－１５７－
金沢大学経済学部鎗築第６巻第２号１９８６．３
理由は何であろうか。それは，不安定就業労働者の存在は，「失業問題」に
ほかならず，決して「低賃金労働者問題」に解消できないからである。失業
問題の解決とは，失業を潜在化させるものであってはならず，不安定就業労
働者問題をも解決するものでなければならない。
わたしは，前出拙稿のなかで今日の不安定就業労働者の規定にかかわって
次のように述べておいた。すこし長くなるが改めて引用しておく。
「不安定就業労働者は資本蓄穂の目的および結果として『本来的現役労働
者軍』から排除され，彼らにたいして産業予備軍の機能を果たしているとい
う意味で相対的過剰人口にほかならないが，他面で不安定就業労働者の多く
が相対的過剰人口として不安定な状態のままで，金融＝独占資本の資本蓄穣
にとって必要不可欠な位置におかれるというはなはだ矛盾した存在になって
いる。．…このような独特の位置に彼らを置いているのは外ならぬ金融＝独
占資本自身なのである。われわれはすでに別稿でこうした相対的過剰人口の
増大は，『現代の金融＝独占資本の雇用管理面に現われた寄生性と腐朽の深
まりを示すものにほかならない」ととらえておいたが，それは次のような意
味においてである。
第１に，企業の生産活動や営業活動にとって必要な本雇い労働者を削減し
てまでもうあるいは削減するかわりに，ないしは削減する目的で差別的労働
条件のもとにある不安定就業労働者を積極的に利用しているということ。・・
第２に，金融＝独占資本は自己の蓄積欲求をみたすために不安定就業労働
者を，事実上労働基本権を制限したままで利用していること。換言すれば，
団結権や団体交渉権の行使にともなう資本蓄積にたし､する制約を回避したま
まで，低賃金労働力として不安定就業労働者を利用していること。すなわち
『使用者責任』の回避と否定にほかならないのである.j(7)
この規定は，本稿で取上げたソフトウェア派遣労働者においてもあてはま
ると考える。そればかりか，ソフトウェア労働者の不足のなかでもなお，派
遣労働者として利用しつづけているところに，わが国独占企業の雇用管理に
おける寄生性と腐朽が端的に示されていると言えよう。必要な仕事を自社の
正規労働者で遂行するという正常な雇用管理を回避しながら，他企業から派
遣された労働者にたいする指揮・命令権限は合法的に掌握しつづけたいと切
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望しているのである。
注(1)拙稿「現代不安定就業労働者の社会的・経済的位伍について」（｢金沢大学経済学部
鑑築」第２巻第２号，1982年３月所収）および「現代資本主義と相対的過剰人口鶴」
（『経済科学通信」３９号，基礎経済科学研究所，1983年６月所収)。
（２）「本来的現役労働者」の規定についても，上紀拙稿を参照されたい。
（３）相対的過剰人口論の観点から見た不安定就業労働者の本質規定についての私の理解
にたいして，本章で紹介した加藤佑治教授のほかに以下の方々から貴重な批判をいた
だいている。これらの批判にたし､するわたくしの見解は別稿で改めて論じたい。
相沢与一「番評・加藤佑治箸「現代日本における不安定就業労働者』（上）・(下）」
専修大学「社会科学年報」第18号，1984年３月，所収。
下山房雄「雇用・失業問題と労働組合運動」「日本の労働組合運動』大月轡店，１９８５
年，所収。
（４）加藤佑治「現代失業と不安定就業階層に関する－考察」「専修経済学論菓」第18巻
第２号,､1984年３月，３７～38ページ。
（５）前掲論文，３６～37ページ。
（６）Ｋ・Marx,DasKapital,Ｂｄ・lPietzVerlag,Ｓ､659．（邦訳，大月轡店版,821ペー
ジ)。
（７）拙稿「現代資本主義と相対的過剰人口論」前掲誌，５６～57ページ。
Ⅳ、労働者派遣法成立下のソフトウェア部門労使の対応
1985年６月に成立した労働者派遣法によって，労働者派遣が合法化され，
これまでも進んでいた正規の労働者の削減がより加速化するのではないかと
懸念される。また,,派過先企業の使用者責任が著しく狭められ，派遺労働者
との団体交渉に応ずることも義務づけられていないなどの問題点が指摘され
ている。労働者派遮法制定という事態のもとでソフトウェア労働者の組合で
ある電算労は，「派遣労働に反対する立場からｒ派遣法」を「活用』するこ
とが必要」で，同法が「『労働者保護」をたてまえにしている以上，その保
護機能を真に発揮させる」という見地にたっている(1)。また，同法の施行に
あたっての細目（労働者派遣を認める対象業種，派遣期間の制限など）が政
令にゆだねられたので，電算労としては，これにたいしても「労働者供給事
業関連労働組合協議会」とともに要求を提示している(2)。
電算労の対応で注目すべき点は，労働者派遣法成立に対抗して，職安法第
45条で認められている労働組合による労働者供給事業の取り組みを開始した
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ことである。職業安定法が定められた1947年以降，労働組合による労働者供
給事業の実施は極めて弱かったが，このことがわが国で社外工制度にはじま
る労働者派遣事業の拡大を許してきた原因の１つであるという反省をこめて，
独自の労働者供給システムを整備しながら，それを通して組合員の拡大を図
ろうとしている(3)。また，大手組合を抱える電機労連でも同様に労供事業へ
の参入を検討しているという。
他方，ソフトウェア部門の業界では今回成立した労働者派遣法の対象業種
になることに難色を示している。すなわち，「コンピュータ室の運用管理，
データ．インプット業務などが『派遣』の指定対象にされることは，やむを
得ない処置」であるが，「情報処理業務の中核をなす『システム分析・設計』
および『プログラム設計・製作」の業務が派遣認可の対象として指定されよ
うとしていることに対しては，明らかに的はずれで」あるという批判を行っ
ている。その理由として，１)ソフトウェア開発受託の方式は，納期と成果物
にのみ責任を有する『請負』方式が当然のあり方であること，２)システム分
析・設計業務の作業は，「委託側との共同作業はあり得ても，派遺対象業務
指定選定の条件とされている『委託側の事業所において，委託側の直接指揮
の下に行われることとする必要のある業務』では全くなく，「請負』でしか
行い得ないものであること」，「またプログラム設計・作成も.…本来は｢請
負」で行うべきものであること」，などを挙げている(4)。これは業界から見
たソフトウェア企業のあるべき姿を表現したものと受け取れる。しかし，現
実はそうはなっていない。わが国で，ソフトウェア労働者の派遣が著しく増
大している基礎には，従来より一般化している独占的巨大企業による下請け
制度の活用と本質的には同様の仕組みがある。すでに，明らかにされている
ようにわが国の鉄鋼業や造船業では作業請負形態の社外工制度が，また機械
組み立て工業では部品加工下請け制度が組織されている。下鏑け労働者の低
賃金に依拠した作業鏑負い＝社外工制度がソフトウェア部門にも貫かれてい
るのが，派遣労働の実態である。しかも，派遮先企業に指揮命令権を認めた
というところに，従来の社外工制度以上に下謂け企業（＝派遣元企業）の親
企業（＝派遣先企業）にたし､する隷属`住が示されている。わが国のソフトウェ
ア企業は独占的巨大企業であるメーカーにたいして自立した位置にあるので
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はなく，メーカー系列に深く組み込まれている。独自のソフトウェア商品開
発を行うのではなく，派遣という形で事実上，労働者供給の機能を担わされ
たり，また，請負という形態でしばしばソフトウェア開発の部分工程を担当
している。こうした現状ではソフトウェア企業に技術力が蓄積されて行かず，
労働者派遣の合法化＝拡大はハード・メーカーへの従属性を一層深めること
になろう。これはソフトウェア業界にとっても決して，好ましいことではな
く，業界としても派遮の規制＝真の受託の方向へ向かうことが重要ではなか
ろうか。そのためには，派遣労働を活用することによって正規労働者を抑制
している独占的巨大企業の寄生的雇用管理にたし､する規制を強化することが
不可欠の課題とならざるをえない。
労働者派遣法は，その成立過程で派遣労働者の保謹の面での実効性をめぐ
って疑義がだされ，反対運動も広がりを見せたこともあって，「付則」のな
かで「法律の施行後三年を経過した場合において…･必要があると認めると
きは，この法律の規定について検討を加え，その結果に基づいて必要な措置
を講ずる」旨，記されている。派遣労働者の拡大は今日の労働市場を根底か
ら再編するようなＩ重大な意味をもっていることを考えるならば，わが国の
派遣労働問題に関する分析はソフトウェア部門にとどまらず，より深められ
なければならない。
麹1）電算労は，労働者派適法のなかに，繭負偽装の派逝禁止，二重派遮禁止，派避には
本人の同意が必要（事前に業務内容，期間，就労場所，労働時間などを文香で提示す
る必要がある）などの項目が盛り込まれている点を，派遣労働者の保護に活用すべき
であるとしている（魅算労ニュース「こんぴゆうた」173号，1985年８月25日刊)。
（２）政令制定に向けての「労働者供給事業関連労働組合協議会」の要求は以下の諸項目
である。
ａ・鏑負と派避の区別の基蝋を明確に，偽装繭負を許さない
ｂ・業務指定は14業種の中で，その専門性と雇用の特殊性という法の精神にそい厳密に
しぼること
ｃ・業務指定の際，その業務が労供事業と競合するさいは，当協議会の意見を反映する
こと。
。､登録型派避についてはＩＬＯに提解する。その結論がでるまで登録型については実
施しない
ｅ・派迅料金の明示，報告密の閲覧
ｆ・就業条件は，業務内容について職柧別に可能なかぎり具体的に
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９.監視貝制度に当協鱗会代表を加えよ
ｈ､中央職業安定審識会のなかに派遣業および労供事業の運営を円滑にするために専門
部会を設置し，その委員に当協譲会の代表を加えよ
し二遮派通の禁止，一掃
ｊ・労供事業に関して，社会労働保険，福祉などの実現
(3)髄算労では労働者供給事業への参入に際して，次のような取り組みを行っている
（1985年10月時点での供給労働者は20人｡）
・〔派遮期間〕通常３か月から上限６か月間までであるが，契約更新することはある。
．〔労供事業の賞金（派遣料金）について〕ソフトウェア企業の業界団体である愉
報サービス産業協会がソフトウェアを受託する際の経費のうち，人件費に相当する額
を電算労労供事業の賃金単価（派過料金）の基準としている（蜜４)｡したがって，Ｓ
Ｅクラスになると年間
賃金が700万を越える 表４電算労の労働者供給料金（1984年度）
譲催篝
－１６２－
作業内容 基本派遣料金(円)/月
調査分析 ９００．０００
基本設計 ７５０，０００
詳細設計 ６００．０００
プログラム設計 ５００．０００
プログラム作業 ３５０．０００
総合テスト ６００．０００
マニュアル作成 ３５０．０００
プロジェクト管理 ６００，０００－
ＭＥ化と不安定層用問題（伍賀）
月１日，３３～34ページ。
〔付記〕本稿作成にあたり，平鍋作成にあたり，特にソフトウェア生産の実態について，金沢大学経済学部の木村春彦助教授にいろいろ御教示いただいた。また，聞き取り調蚕に際しては，石川県下のソフトウェア企業・悩報サービス産業協会（業界団体）・遜算機関連労働組合協議会など多くの方々の御協力をいただいた。厚く感謝申し上げたい。
なお，本稿は1985年度文部省科学研究費（一般研究Ｃ）の助成にもとずく研究成果の一部である。
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